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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第137期

第３四半期連結
累計期間

第137期
第３四半期連結
会計期間

第136期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 25,738 7,683 34,094

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 316 △300 641

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(百万円) 232 △153 641

純資産額 (百万円) ― 12,556 13,394

総資産額 (百万円) ― 37,530 35,750

１株当たり純資産額 (円) ― 336.48 358.87

１株当たり四半期
(当期)純利益又は
四半期純損失(△)

(円) 6.23 △4.12 17.06

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 33.4 37.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 24 ― △565

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,100 ― △1,151

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,165 ― 1,931

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 1,580 1,481

従業員数 (名) ― 441 426

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきましては、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 441

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 380

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(トン)

油脂製品 16,323

石化製品 20,334

合計 36,658

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

油脂製品 2,902

石化製品 4,781

合計 7,683

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

EDINET提出書類

新日本理化株式会社(E00882)

四半期報告書

 4/25



２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（平成20年10月～平成20年12月）におけるわが国経済は、米国のサブプラ

イムローン問題等に端を発した世界的な金融危機や、これに伴う急激な円高進行等の影響により、不況が

急速に深刻化いたしました。

このような環境のなか、当社グループにおきましては、これまで生産の合理化、諸経費の削減、高付加価

値製品の拡販を進めて採算確保に努めてまいりましたが、当第３四半期連結会計期間に至り、自動車、住

宅関連、電子材料等の主要分野で需要が落ち込み、予想を超える厳しい状況に陥りました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は76億８千３百万円となり営

業損失２億２千７百万円、経常損失３億円、四半期純損失１億５千３百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　油脂製品セグメント 

脂肪酸、グリセリン等の油脂製品部門では、主要な需要業界全般が不振でありましたことに加え、

海外市況の下落による輸入品の攻勢を受けましたが、千葉脂肪酸株式会社を連結子会社としたこと

により、販売数量、売上高ともに増加いたしました。 

　アルコール製品部門におきましては、繊維油剤向けが大幅に減少した他、輸出も不振となり数量、売

上高ともに減少いたしました。 

　以上の結果、油脂製品セグメントの当第３四半期連結会計期間の売上高は29億２百万円となりまし

た。

②　石化製品セグメント

石化製品セグメントにおける化成品部門におきましては、主力の可塑剤は住宅着工戸数の落ち込

みが続く等、建材分野への出荷が低迷するなか、当第３四半期連結会計期間に入り実体経済の悪化か

ら先行き不透明感が広まってさらに需要不振が拡大いたしました。

　ベンゼン誘導体におきましても、可塑剤ほどではないものの需要の落ち込みがみられました。

　機能製品部門では、主力の酸無水物の国内販売は住宅設備向けが低迷するなか、自動車向けの好調

に支えられてきておりましたが、当第３四半期連結会計期間に入りまして出荷は急激に落ち込みま

した。また、輸出も需要不振に加えて円高の影響を受け、大幅に落ち込みました。

　樹脂添加剤は、国内は景気の減退から販売不振となり、また、円高により輸出も大幅減となりまし

た。

　以上の結果、石化製品セグメントの当第３四半期連結会計期間の売上高は47億８千１百万円となり

ました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、連結子会社が１社増加したことなどにより、前連結会計年度

末比17億８千万円増加し375億３千万円となりました。

　流動資産については、原料価格の高騰による棚卸資産の増加等により前連結会計年度末比17億５千３百

万円増加の214億３千１百万円となりました。

　固定資産については、有形固定資産が増加する一方で、金融不安に端を発する株価下落の影響で投資有

価証券が減少し、前連結会計年度末比２千７百万円増加し160億９千９百万円となりました。

　流動負債については、短期借入金の増加と、期末日が休日であったことの影響による支払手形及び買掛

金の増加等により前連結会計年度末比９億２千８百万円増加し171億１千７百万円となりました。

　固定負債については、長期借入金の増加等により前連結会計年度末比16億８千９百万円増加の78億５千

７百万円となり、負債の部合計では前連結会計年度末比26億１千８百万円増加の249億７千４百万円とな

りました。

　純資産については、四半期純利益であったものの、株価下落によるその他有価証券評価差額金の減少に

加え、円高による為替換算調整勘定の減少により前連結会計年度末比８千３千７百万円減少の125億５千

６百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ３千６百万円増加し、15億８千万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、資金は２億８千１百万円増加しました。これは主に、税金等調整前四半期純損失１億６

千９百万円、減価償却費３億６千６百万円、賞与引当金の減少１億９千３百万円、売上債権の減少３億２

千９百万円、仕入債務の減少２億２千８百万円によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、資金は４億２千２百万円減少しました。これは主に、有形固定資産の取得による支出４

億３千６百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、資金は１億８千５百万円増加しました。これは主に、借入金の増加２億８百万円による

ものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億７千６百万円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間末に計画中であった、提出会社徳島工場の生産設備の更新につきましては平

成20年11月に完了、同工場の生産設備の増強につきましては平成20年12月に完了いたしました。

　また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

なお、第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画は、総額及び完了予定が次のように変更とな

りました。

　

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額(百万円)

資金調達方法
着手
年月

完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

提出
会社

京都工場
(京都市)

石化製品
生産設備の
増設

1,800 211
自己資金
及び
借入金

平成20年
４月

平成24年
６月

―

提出
会社

京都工場
(京都市)

石化製品
生産設備の
改造

51 45
自己資金
及び
借入金

平成20年
８月

平成21年
２月

―

提出
会社

川崎工場
(川崎市)

石化製品
生産設備の
更新

74 63
自己資金
及び
借入金

平成20年
４月

平成21年
１月

―

提出
会社

堺工場
(堺市)

石化製品
生産設備の
増強

1,350 871
自己資金
及び
借入金

平成19年
９月

平成21年
５月

5,000t/
年

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,008,90638,008,906
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,008,90638,008,906― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ― 38,008,906 ― 5,660 ― 4,246

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

711,700
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

37,229,700
372,297単元株式数は100株であります。

単元未満株式
普通株式

67,506
― 単元株式数は100株であります。

発行済株式総数 38,008,906― ―

総株主の議決権 ― 372,097 ―

(注)　１　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が20,000株(議決権200個)含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
新日本理化株式会社

京都市伏見区葭島
矢倉町13番地

711,700― 711,700 1.9

計 ― 711,700― 711,700 1.9

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 183 184 184 181 178 169 153 152 142

最低(円) 168 171 172 174 167 145 99 124 128

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
(総合企画本部長兼総務部長)

常務取締役
(総合企画本部長兼秘書室長

兼総務部長)
原　健二 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,595 1,513

受取手形及び売掛金 ※２, ※３
 12,837

※２, ※３
 12,230

商品及び製品 3,288 3,373

仕掛品 1,942 990

原材料及び貯蔵品 1,581 1,138

その他 196 441

貸倒引当金 △9 △9

流動資産合計 21,431 19,677

固定資産

有形固定資産 ※１
 8,288

※１
 7,167

無形固定資産 302 347

投資その他の資産

投資有価証券 6,985 7,970

その他 524 587

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 7,508 8,556

固定資産合計 16,099 16,072

資産合計 37,530 35,750
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 8,237

※３
 7,700

短期借入金 6,748 5,625

未払法人税等 25 35

賞与引当金 64 254

その他 ※３
 2,040

※３
 2,571

流動負債合計 17,117 16,188

固定負債

長期借入金 5,232 3,048

退職給付引当金 1,868 2,009

役員退職慰労引当金 5 8

その他 751 1,101

固定負債合計 7,857 6,168

負債合計 24,974 22,356

純資産の部

株主資本

資本金 5,660 5,660

資本剰余金 4,246 4,246

利益剰余金 3,099 3,053

自己株式 △168 △167

株主資本合計 12,838 12,794

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 420 913

繰延ヘッジ損益 △64 △78

為替換算調整勘定 △646 △243

評価・換算差額等合計 △289 591

少数株主持分 7 8

純資産合計 12,556 13,394

負債純資産合計 37,530 35,750
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 25,738

売上原価 22,194

売上総利益 3,543

販売費及び一般管理費 ※１
 3,293

営業利益 250

営業外収益

受取配当金 111

持分法による投資利益 205

その他 25

営業外収益合計 342

営業外費用

支払利息 148

デリバティブ評価損 64

その他 63

営業外費用合計 276

経常利益 316

特別損失

固定資産除却損 27

投資有価証券評価損 36

その他 12

特別損失合計 75

税金等調整前四半期純利益 240

法人税、住民税及び事業税 13

法人税等調整額 △4

法人税等合計 9

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 232
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 7,683

売上原価 6,823

売上総利益 860

販売費及び一般管理費 ※１
 1,087

営業損失（△） △227

営業外収益

受取配当金 35

持分法による投資利益 68

その他 8

営業外収益合計 112

営業外費用

支払利息 53

為替差損 55

デリバティブ評価損 72

その他 4

営業外費用合計 185

経常損失（△） △300

特別利益

投資有価証券評価損戻入益 144

特別利益合計 144

特別損失

固定資産除却損 4

会員権評価損 8

特別損失合計 13

税金等調整前四半期純損失（△） △169

法人税、住民税及び事業税 △11

法人税等調整額 △5

法人税等合計 △16

少数株主利益 0

四半期純損失（△） △153
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 240

減価償却費 900

賞与引当金の増減額（△は減少） △195

退職給付引当金の増減額（△は減少） △142

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3

受取利息及び受取配当金 △120

支払利息 148

持分法による投資損益（△は益） △205

固定資産除却損 27

投資有価証券評価損益（△は益） 36

売上債権の増減額（△は増加） △290

たな卸資産の増減額（△は増加） △599

仕入債務の増減額（△は減少） △12

その他 192

小計 △25

利息及び配当金の受取額 237

利息の支払額 △161

法人税等の支払額 △26

営業活動によるキャッシュ・フロー 24

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 17

有形固定資産の取得による支出 △1,823

投資有価証券の取得による支出 △6

関係会社株式の取得による支出 △293

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1

貸付けによる支出 △18

貸付金の回収による収入 36

その他 △14

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 11,970

短期借入金の返済による支出 △11,120

長期借入れによる収入 2,712

長期借入金の返済による支出 △1,115

社債の償還による支出 △30

配当金の支払額 △185

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △65

その他 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,165

現金及び現金同等物に係る換算差額 9

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 99

現金及び現金同等物の期首残高 1,481

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,580
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

連結子会社数　４社

前連結会計年度まで持分法非適用関連会社であっ

た千葉脂肪酸㈱は、同社の株式を第２四半期連結会

計期間に追加取得したことにより子会社となったた

め、連結の範囲に含めております。

２　持分法の適用に関する事項の変更

上虞理華化工有限公司は、同社の持分の全部を当

第３四半期連結会計期間に譲渡したため、持分法適

用の範囲から除外しております。

３　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基

準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第

３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益がそれぞれ390百万円減少

しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。

(2) リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会

計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間

から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法

に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上

しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法

によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引

き続き採用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間のリース資

産が有形固定資産に４百万円、無形固定資産に６百

万円計上されております。

　なお、損益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについて
は、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１
四半期連結会計期間より８年に変更しました。
　この変更は、平成20年度の法人税法改正を契機に、経済
合理性の観点から使用実態に合わせて耐用年数の見直
しを行ったことによります。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四
半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整
前四半期純利益がそれぞれ23百万円増加しております。
なお、セグメントに与える影響は、当該箇所に記載して
おります。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 24,747百万円

※２　手形裏書譲渡高 1百万円

※３　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含ま

れております。

受取手形 445百万円

支払手形 189百万円

設備関係支払手形(流動負債

その他) 85百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額 21,106百万円

※２　　　　　　　　　―――

※３　　　　　　　　　―――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 938百万円

　賞与引当金繰入額 24百万円

　退職給付費用 28百万円

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　運送保管費 291百万円

　賞与引当金繰入額 24百万円

　退職給付費用 8百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,595百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △15百万円

現金及び現金同等物 1,580百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,008,906

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 713,343

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 186 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

リース取引開始日がリース取引に関する会計基準等の適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期

連結会計期間末におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループの行っておりますデリバティブ取引は、企業集団の事業の運営において重要なもので

はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,902 4,781 7,683 ― 7,683

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,902 4,781 7,683 ― 7,683

営業利益又は営業損失(△) △154 415 261 (488) △227

(注) １　事業区分は当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主要な製品

(1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

(2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

　(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用)

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

４　追加情報

　(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。
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当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
油脂製品
(百万円)

石化製品
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

9,012 16,726 25,738 ― 25,738

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,012 16,726 25,738 ― 25,738

営業利益又は営業損失(△) △0 1,704 1,704 (1,454) 250

(注) １　事業区分は当社製品の種類・性質に応じて、油脂製品、石化製品にセグメンテーションしております。

２　各事業の主要な製品

(1)油脂製品………硬化油、脂肪酸、グリセリン、高級アルコール、ロジン誘導体

(2)石化製品………可塑剤、ベンゼン誘導体、酸無水物

３　会計処理の変更

　(棚卸資産の評価に関する会計基準の適用)

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「油脂製品」で133百万円減少、「石化製品」で257百

万円減少しております。

４　追加情報

　(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社及び連結子会社の機械装置の主なものについては、従来、耐用年数を７～９年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より８年に変更しました。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「油脂製品」で５百万円減少、「石化製品」で28百万

円増加、「消去又は全社」で０百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

在外連結子会社及び在外支店がありませんので、開示を行っておりません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

在外連結子会社及び在外支店がありませんので、開示を行っておりません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

336円48銭 358円87銭

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 6円23銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 232

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 232

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,298

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失 4円12銭

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純損失については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 153

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 153

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,296

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

当社元従業員より、平成17年11月　大阪地方裁判所に在職時の発明に係る対価請求の訴えが提起され、現

在審理中であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

新日本理化株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　檀　　上　　秀　　逸　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　小　　川　　佳　　男　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日

本理化株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日本理化株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】に記載されているとおり、会社は

第１四半期連結会計期間より棚卸資産の評価に関する会計基準を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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